




A  Study of Economic Education ( Ⅳ )：
Some Problems Caused by Analyzing Economic Education in the New Course of 
Study at Elementary and Junior High School Level.





















































































































































































































































































































































































































































































８）米国「経済教育」のバイブル的存在であるA FRAMEWORK FOR TEACHING BASIC ECONOMIC CONCEPTS
（National	Council	on	Economic	Education,2000）や、現在、米国「経済教育」のためのナショナル・スタ
ンダードとなっているVoluntary NATIONAL CONTENTS STANDERDS IN ECONOMICS（National	Council	on	
Economic	Education	1997）などを参考とした定義である。
９）義務教育段階ではVictorian Essential Learning Standards（Victorian	 Curriculum	 and	Assessment	
Authority,2004）を、高等学校段階ではEconomics	: Victorian Certificate of Education Study Design（Victorian	
Curriculum	and	Assessment	Auyhority,2003）を参照した。なお、オーストラリアの教育制度は地方分権的
で州政府に権限があるので、ヴィクトリア州の「経済教育」に基付いている。ただし、それをオーストラリ
ア全体の「経済教育」の特徴としても支障はない。
10）「経済教育」の学問的背景としての経済学に関し、これまで日本においてはマルクス経済学と近代経済学の
相克があった。しかしながら、近年、近代経済学とりわけ新古典派経済学に依拠する傾向が顕著になってき
ている。これは米国やオーストラリアと同様のスタンスであり、それは稀少な資源の効率的利用の研究であ
ることから、「効率的」という言葉がキー概念の一つとなった。
11）「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善について」中央教育審議会
答申、2008年1月17日。
12）注９）に同じ。
13）注11）に同じ。
14）大倉泰裕「中学校新学習指導要領の重点指導事項　⑥公民的分野の構造について」（『月刊社会科教育　45
巻９号』明治図書、2008年９月１日、121頁）を参考とした。
15）戦後、日本の「経済教育」はマルクス経済学の影響を圧倒的に強く受けていた。米国を中心とした資本主義
諸国のそれが新古典派経済学の影響下にあることを受け、その軌道修正が四半世紀以上に及んで成されてき
た。そのことを指して、「関係者の研究と実践の蓄積の成果」としている。
16）注11）、68頁。
17）同上、69頁。
18）宮原悟『経済の基礎知識－経済問題の考え方－』（中部日本教育文化会　2000年４月９日）を参照された
い。
19）日本証券行協会により、1995年に始められた株式の模擬売買ゲーム。米国のStock	Market	Gameを基に作成
され、現在、７万名弱の高校生らが参加しているシミュレーション教材。
20）魚住忠久、西村公孝編著『小・中・高一貫の公民形成カリキュラム研究・開発と実践－生活科・社会科・公
民科の連関を求めて－』（中部日本教育文化会、1994年）などを参照されたい。
21）「小特集“１時間減の総合”再構築の方向性はこれだ」（『月刊社会科教育　4 5巻２号』 	
明治図書、2008年２月１日、98－105頁）を参考とした。
22）注1）に同じ。
23）魚住忠久編『社会を生き抜く力を育てる“お金と仕事”の学習』（教育開発研究所、2004年）が参考とな
る。
24）注８）および注９）が参考となる。
25）注11）に同じ。
